
個別の論点等について 

資料１ 



雇用仲介事業等の在り方の見直しに
当たっての基本的な考え方について 



基本的な考え方 
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・雇用仲介事業の機能強化の必要性 
少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少等、雇用を取り巻く社会や経済が変化す
る中、社会的インフラとしてマッチングを担うハローワークを含む雇用仲介事業の更な
る機能強化が必要。 
 

・求職者保護の観点  
まずは、求職者保護の観点からの必要な制度の見直しや取組の強化が必要。 
 

・求人者の利便性 
求人者側の利便が阻害されないかという点についても留意が必要。 

 
・雇用仲介事業の質の向上等  

雇用仲介事業の質の向上・運営の効率化等に資する見直しを検討することが適当。 



職業紹介事業以外の 
雇用仲介事業等について 



委託募集 
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「これまでの議論の整理」（第11回資料）の記載 

第３ ２ 委託募集 ① 許可・届出 
○職業紹介事業のルールと比較しつつ、見直すこととしてはどうか。 

現行の規制 検討の方向性 

許可制 
被用者以外の者に報酬を与えて労働者の募集
に従事させようとするときは、厚生労働大臣の許
可をとらなければならない。 

法第36条 

○許可制・届出制及び報酬の認可制を廃止することとしてはどうか。 
○廃止することとする場合、直接募集の場合の募集者の責務と、委託募集の場合の
委託者及び受託者の責務を比較して、必要な規制について検討してはどうか。
（６頁参照） 

報酬の認可制 
報酬の額については、あらかじめ厚生労働大臣の
認可を受けなければならない。 

法第36条 
業務運営要領 

届出制 
被用者以外の者に報酬を与えることなく労働者の
募集に従事させようとするときは、厚生労働大臣
に届け出なければならない。 

法第36条 

労働条件等の明示 
①労働者の募集を行う者及び募集受託者は募
集に応じて労働者になろうとする者に対し、労働
条件等の明示をしなければならない 

②①のうち業務内容、契約期間、就業場所、就
業時間、賃金額等については、書面又は電子
メールで明示しなければならない 

法第5条の3 
則第4条の2 

○現行制度では業務内容や就業場所については明示しなければならないこととされて
いるが、受託して募集を行う場合に委託者の名称については明示することとされてい
ない。受託して募集を行う場合については、以下の事項を明示しなければならない
こととしてはどうか。 

  ・募集を委託した者（労働契約の当事者となることとされている者）の名称 



（参考） 現行のルール 
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  義務等の内容 根拠条文等 職業紹介 
直接募集 
文書募集 

委託募集 
労働者 
供給 

その他 

委託者 受託者 

総論 

人種等を理由とした差別的取り扱いの禁止 第3条 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

職業安定機関と職業紹介事業者等の協力の努力
義務 

第5条の2 ○ ○ 

求職者等の個人情報の取扱の義務 第5条の4 ○ ○ ○ ○ ○ 

秘密を守る義務等 第51条等 ○ ○ ○ ○ ○ 

労働条件 
明示関係 

労働条件等の明示の義務 第5条の3 ○ ○ ○ ○ ○ 

募集内容の的確な表示 第42条 ○ ○ 

労働条件等の明示に関する罰則 第65条 ○ ○ ○ ○ ○ 

職業紹介 
関係 

求人の申込みの原則全件受理の義務 第5条の5 ○ 

求職の申込みの原則全件受理の義務 第5条の6 ○ 

取扱職種の範囲等の届出、取扱職種の範囲等の
明示 

第32条の12
等 

○ 

適格紹介の努力義務 第5条の7 ○ 

許可の取得、許可証の備付け、変更の届出、名義
貸しの禁止、帳簿の備付け、事業報告 等 

第30条等 ○ 

手数料（求職者からの手数料受領の禁止、上限
手数料又は届出手数料） 

第32条の３ ○ 

職業紹介責任者の選任 第32条の14 ○ 

募集に係る 
報酬規制 

委託募集の許可の取得、報酬の認可の取得 等 第36条 ○ 

報酬受領の禁止 第39条 ○ ○ ○ 

報酬の供与の禁止 第40条 ○ ○ ○ 

労働者供
給関係 

労働者供給事業の許可の取得 第45条 ○ 



労働者供給 
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「これまでの議論の整理」（第11回資料）の記載 

第３ ３ 労働者供給 ① 許可基準等 
○資格要件を改めることについては慎重な検討が必要であるが、労働者供給事業の在り方について、さらに検討することと
してはどうか。 

現行の規制 検討の方向性 

（１）労働組合等の資格要件 
労働組合法上の労働組合又は国家公務員法
上の職員団体等 

 
（２）事業運営に関する要件 
無料で行うものであること 

法第45条 
業務取扱要領 

○許可基準は、現行の基準を維持することとしてはどうか。 
○許可基準のうち事業運営に関する要件の中には、許可申請時のみの確認ではなく、
遵守されていることについて、継続的に確認し、行政指導を通じて履行確保を図ること
ができるようにするべきものがあるのではないか。以下の点について、指針に規定するこ
ととしてはどうか。 
① 労働者を供給するにあたって、人種、宗教、性別、門地又は身分を理由とする

差別的な取扱をしてはならないこと。 
② 労働者供給事業による供給される労働者でなくなる自由が、労働者に保障され

ていること。 
③ 労働組合法第第5条第2項第3号から第9号までを含む組合規約が定められ、

これが遵守されている等、民主的な方法により運営されているものであること。 
④ 労働者供給事業が無料で行われていること。 
⑤ 労働者供給事業により供給される労働者から徴収する組合費が過度に高額で

ないこと 



（参考） 労働者供給の許可基準 
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（１）労働組合等の資格要件 

労働者供給事業を行うことができる労働組合等は、次のいずれかに該当するものであること。 

① 労働組合法第２条及び第５条第２項の規定に該当する労働組合 

② 国家公務員法第１０８条の２第１項に規定する職員団体、地方公務員法第５２条第１項に規定する職員団体又は国会職員法第１８条の
２第１項に規定する国会職員の組合 

③ ②に掲げる団体又は労働組合法第２条及び第５条第２項の規定に該当する労働組合が主体となって構成され、自主的に労働条件の維
持改善その他経済的地位の向上を図ることを主たる目的とする団体であって、次のいずれかに該当するものであること。 

   イ 一の都道府県の区域内において組織されているもの 

   ロ イ以外のものであって職業安定局長が定める基準に該当するもの 

  

（２）事業運営に関する要件 

① 労働者供給事業を法の精神に従って運営することができる組織と能力を備えているものであること 

  イ 労働組合等が供給しようとする労働組合等の構成員（以下「組合員等」という。）に相応する供給先を確保する見通しがあること。 

  ロ 労働組合等が供給しようとする者は、当該労働組合等の組合員等に限られること。 

  ハ 供給先の職種が、供給を受ける組合員等の技能に相応するものであること。 

② 労働組合法等の運営が民主的に行われているものであること 

  労働組合等が自らの手によって労働者供給事業を行うことは、労働組合等の主体性と、その目的からして、労働の民主化を図ることを促
進することにもなることから認められているもの。したがって、当該労働組合の組織及び運営が民主的なものであることが当然要請される
ものである。 

③ 労働組合等の行う労働者供給事業は、無料で行うものでなければならないこと 

  労働組合等は、供給を受ける組合員等又は供給先から供給手数料的性格の経費を徴収してはならない。 

  

（３）許可の有効期間 

労働者供給事業の許可の有効期間は、許可の日から起算して５年とする（職業安定法施行規則第32条第４項）。 

  

（４）許可の有効期間の更新 

許可の有効期間の満了後引き続き労働者供給事業を行おうとする場合には、許可の有効期間の更新を申請しなければならない（職業安定
法施行規則第32条第４項） 



その他の雇用仲介事業 
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「これまでの議論の整理」（第11回資料）の記載 

第３ ２ その他の雇用仲介事業 ① 職業紹介の定義 
○より明確化することとしてはどうか。 
 

第３ ２ その他の雇用仲介事業 ② 法規制のある業態以外の雇用仲介業 

○求職者・求人者保護の観点から、少なくとも、個人情報の取扱の義務、守秘義務、労働条件等の明示義務等、募集内容
の的確な表示、募集に応じた求職者からの報酬受領の禁止などのルールについて、さらに検討することとしてはどうか。 

現行の規制 検討の方向性 
インターネットによる求人情報・求職者情報提供
は、次の１から３までのいずれかに該当する場合
には、職業紹介に該当する。  
 １ 提供される情報の内容又は提供相手につ

いて、あらかじめ明示的に設定された客観的
な検索条件に基づくことなく情報提供事業者
の判断により選別・加工を行うこと。 

 ２ 情報提供事業者から求職者に対する求人
情報に係る連絡又は求人者に対する求職
者情報に係る連絡を行うこと。 

 ３ 求職者と求人者との間の意思疎通を情報
提供事業者のホームページを介して中継する
場合に、当該意思疎通のための通信の内容
に加工を行うこと。 

平成12年7月27
日 付 け 職 発 第
512号都道府県
労働局長あて労働
省職業安定局長
通達 

○職業安定法にいう職業紹介とは「求人及び求職の申込を受けて求人者と求職者
の間に介在し、両者間における雇用関係成立のための便宜をはかり、その成立を容
易ならしめる行為一般」（最判昭和30年10月4日等）とされている。求人・求職
者情報提供と職業紹介（あっせん）との区分に関して、利用者の視点又は事業
者の視点でさらに考慮すべき事項はないか。 

 
○情報の内容や提供相手の「選別・加工」に関して、例えば次のようなサービスが議論
となり得るか。 
・リコメンド 
・メールマガジン 
・有料会員には、無料会員と異なる情報も提供 

 
○ 「連絡」「通信の内容に加工」に関して、議論となり得るサービスがあるか。 
 
○この区分の周知を徹底する必要があるのではないか。 
 
○この区分について、法体系上の位置付けを見直す必要はないか。 



（参考） 現行のルール ［再掲］ 
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  義務等の内容 根拠条文等 職業紹介 
直接募集 
文書募集 

委託募集 
労働者 
供給 

その他 

委託者 受託者 

総論 

人種等を理由とした差別的取り扱いの禁止 第3条 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

職業安定機関と職業紹介事業者等の協力の努力
義務 

第5条の2 ○ ○ 

求職者等の個人情報の取扱の義務 第5条の4 ○ ○ ○ ○ ○ 

秘密を守る義務等 第51条等 ○ ○ ○ ○ ○ 

労働条件 
明示関係 

労働条件等の明示の義務 第5条の3 ○ ○ ○ ○ ○ 

募集内容の的確な表示 第42条 ○ ○ 

労働条件等の明示に関する罰則 第65条 ○ ○ ○ ○ ○ 

職業紹介 
関係 

求人の申込みの原則全件受理の義務 第5条の5 ○ 

求職の申込みの原則全件受理の義務 第5条の6 ○ 

取扱職種の範囲等の届出、取扱職種の範囲等の
明示 

第32条の12
等 

○ 

適格紹介の努力義務 第5条の7 ○ 

許可の取得、許可証の備付け、変更の届出、名義
貸しの禁止、帳簿の備付け、事業報告 等 

第30条等 ○ 

手数料（求職者からの手数料受領の禁止、上限
手数料又は届出手数料） 

第32条の３ ○ 

職業紹介責任者の選任 第32条の14 ○ 

募集に係る 
報酬規制 

委託募集の許可の取得、報酬の認可の取得 等 第36条 ○ 

報酬受領の禁止 第39条 ○ ○ ○ 

報酬の供与の禁止 第40条 ○ ○ ○ 

労働者供
給関係 

労働者供給事業の許可の取得 第45条 ○ 



（参考） 一般社団法人人材サービス産業協議会資料（3月11日） 
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（参考） 一般社団法人人材サービス産業協議会資料（3月11日） 
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その他 



その他 
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（参考事例） 
 
○再就職支援を行う職業紹介事業者が、人員削減を行う企業に対して再就職支援と合わせて提供するサービスについて、 
 ・ 退職者を作り出しているのではないか 
 ・ 労働者の自由な意思決定を妨げるような形で行われているのではないか 
等の問題がある旨指摘された。 

検討の方向性 

○職業紹介事業については、様々な課題も指摘されていることから、職業紹介事業の一層適正な運営を確保するため、指導監督等を強化する必要がある
のではないか。 



職業紹介事業について 



職業紹介事業者間の業務提携 
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「これまでの議論の整理」（第11回資料）の記載 

第２ ３－① 職業紹介事業者間の業務提携 
○職業紹介事業者間の業務提携が可能であることを明確化することとしてはどうか。ついては、責任の在り方、求職者の同
意の在り方、手数料の配分の在り方等についてさらに検討することとしてはどうか。 

検討項目 検討の方向性 
事業者間の責
任の在り方 

○職業安定法上の義務のうち、業務提携により生ずる行為に係る義務について、次のとおり整理することとしてはど
うか。 
①関係する職業紹介事業者すべてが、行為に応じて義務を負う 
・求職・求人情報の提供 
・求職・求人情報の受領 

②あっせんを行う職業紹介事業者（のみ）（※１）が義務を負う 
・求職者に対する労働条件等の明示（※２） 

・手数料表の適用 
・求人求職管理簿の記載（採用・不採用の別）、事業報告（就職件数、手数料収入） 

（※１）「あっせんを行う職業紹介事業者」を、何らかの基準により一意に確定することとするか否か。 
（※２）現在の業務取扱要領では、法第5条の3の趣旨により、あっせんを行う職業紹介事業者は、求人・求職情報を

提供した職業紹介事業者に、労働条件等の明示の義務の履行を委任することはできないこととしているが、こ
の取扱を維持するか否か。 

 



（参考）職業紹介事業者間の業務提携（現行の取扱） 
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時点 
職業紹介事業者 

（提携元）の義務 

職業紹介事業者の 

（提携先）の義務 

求職（求人）の申込みを
受理する時点 

取扱職種等（取扱職種の範囲等、手数料に関
する事項、苦情の処理に関する事項、個人情報
の取扱いに関する事項）の明示（※１） 

求人求職管理簿の記載（※１） 

（※１）業務提携の有無に関わらず課される事項 

－ 

業務提携により他の事業者
に求職（求人）の申込み
の内容を提供する時点 

提携先の事業所の名称及び所在地、許可番号
等、取扱職種等（取扱職種の範囲等、手数料
に関する事項、苦情の処理に関する事項、個人
情報の取扱いに関する事項）の明示 

求職者（求人者）の同意の確認 

 

 求人求職管理簿の記載 

あっせんを行う時点 
 労働条件等の明示（※２） 

（※２）実際にあっせんを行う職業紹介事業者が自らの責任において行う 

その他 

 求人者からの手数料の徴収（※３） 

（※３）実際にあっせんを行った職業紹介事業者による手数料の定めの範囲内で徴収する 

 事業報告（※４） 

（※４）就職件数、手数料収入については、実際にあっせんを行った職業紹介事業者のみが報告する 

 


